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　記事紹介

　本レポートは、フランス原子力環境安全研究所（Environmentalists For Nuclear 　　Energy、ＥＦＮ）によるチェルノブイル原子力発電所爆発事故原因についての最近のレポートである。事故の直接原因は原子炉自体の設計欠陥、運転ミスによるが、よってくる旧ソ連の政策的面が真因ともいえるとしている。事故からすでに１５年を経ているが、事故の状況、原因、また事故後の対応が迫真に語られると共に、原子炉の安全性に対する確信が述べられている。著者はＥＦＮのJacques Frot氏である。仏文であるが、ＵＮＥＳＣＯに科学担当官として在職していたBerol Robinson氏が英訳した。本記事は同氏の英訳により、ＥＦＮの許可を得て訳を本誌に掲載した。訳は原文に変更を加えないことが条件で、できるだけ原文に忠実であることを第一とした。地名等はカタカナで一応の表示とした。なお、原文またＥＦＮの紹介、活動状況等はＥＦＮのウエブサイトhttp://www.ecolo.orgに掲載されている。

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

序論

　１９８６年４月２６日の早朝、午前１時頃ソビエトウクライナのチェルノブイル原子力発電所の第４原子炉は、モスクワの上層部指令による低出力の試験中に暴走状態に陥った。数秒間のうちに出力は通常出力の約１００倍に達した。冷却水による冷却をもってしても膨大な発生熱を消去することができず、蒸気発生となり現地時間１時２３分４４秒に水蒸気爆発を起こし原子炉は損壊した。続く１０日間程のうちに、約１２エクサ(exa＝10＾　18)ベックレル、約３００メガキューリの放射性物質が大気中に放出され、おおよそ６００万人の住民が居住する１５万平方ｋｍ（約６万平方マイル、これはアイオワ州の面積にほぼ等しい）の地域を汚染した。又、ヨーロッパの大部分の地域で放射線レベルの上昇が認められた。

　チェルノブイル事故には２つの面がある。すなわち、

　　　　　　　ＲＢＭＫ原発の爆発

　　　　　　　周辺住民の健康への影響

である。爆発による周辺住民健康への影響は不可避であり、これら２つを対象に検討するが、政策上の事柄もこれらのことに重大な影響を及ぼした。

　原子力の業界では、チェルノブイル以前にも２つの重大な事故があったことは読者も記憶されていよう。すなわち、１９５７年、英国ウインズケルにおけるＵＮＧＧ原子炉及び１９７９年、米国スリーマイル島における加圧水型原子炉（ＰＷＲ）の事故である。これらの事故は国際原子力事故レベル（ＩＮＥＳ、チェルノブイル事故後に設定された）の５とされている。レベルは０から７までとなっている。これら事故は一般に信じられていることに反し、死傷者もでず、また疫学的調査では周辺住民への健康上の影響は認められていない。

Ａ　チェルノブイル原子炉爆発の原因

　この１００メガワットＲＢＭＫ発電原子炉はグラハイト減速、軽水による冷却方式となっている。この原子炉は、発電に加え核兵器にも使用できるプルトニウム２３９が生成される。このことから核燃料の長時間照射を避け、また原子炉の運転を中止することなく核燃料を装填、撤去するシステムを備えている。

　爆発の要因としては次の３つが考えられる。

　　　　　　　　Ａ－１　　設計上の欠陥

　　　　　　　　Ａ－２　　マネージメントの欠陥、運転要員の操作ミス

　　　　　　　　Ａ－３　　政策的要因

Ａ－１　設計上の欠陥

Ａ-1-1　ＲＢＭＫ原子炉の炉心は熱出力が７００メガワット（おおよそフルパワーの約１／４）以下では不安定となる。このことは端的にいえば、低出力ではコントロールが難しくなり連鎖反応が暴走に傾きがちとなる。これは設計上からのＲＢＭＫ原子炉の非常に危

険な特性である。幸いにも西側の炉設計またソビエトＶＶＥＲ加圧型軽水炉にはこのような恐れはない。ＲＢＭＫ以外の原子炉では、炉心の設計からして連鎖反応は自動的に停止し暴走するようなことはない。チェルノブイルの爆発は、低出力試験、すなわち原子炉が不安定状態にあるときに起こった。フランスや英国の核技術者と同様、ロシアの核技術者もこの不安定さを知っていた。ソビエトの権威が、チェルノブイルの事故以前にこの危険性を警告していたが問題とされることはなかった。このことはハンドルがきかなくなったバスが曲がりくねった山道を突っ走るようなことに例えられよう。　

Ａ-1-2　ＲＢＭＫ原子炉では制御棒は徐々に挿入され、完全挿入には約２０秒を要する。世界の他の原子炉では２秒以下である。２０秒では原子炉が不安定な運転状態に陥ったとき、炉心の暴走を制止するには遅すぎる。しかもＲＢＭＫ原子炉は、急速に挿入できる緊急時用の制御棒を備えていない。もしバスの運転手が急ブレーキをかけたとき、２０秒間スピードが落ちなかったらなにが起こるかは想像に難くないであろう。

Ａ-1-3　制御棒はグラハイトチップとボロンカーバイトから作られている。制御棒が挿入されたときグラハイトチップは核分裂の増殖を増加させる。この危険な特性はチェルノブイル事故の３年前、１９８３年にリスアニアのイグナリナＲＢＭＫ原子炉で認められていた。このことはバスでいえば、アクセラレターを数秒間床いっぱいに踏み、あとブレーキを急激に踏み込んだようなものである。

Ａ-1-4　ＲＢＭＫ原子炉の中性子減速材は６００トンのグラハイトからなっている。このことは設計上の欠陥とはならないが、問題はグラハイトにある。高温となったグラハイトが空気に触れると爆発的に炎を生じる。チェルノブイルではグラハイトの炎は、原子炉内の放射性同位元素を蒸発させ、煙と共に大気中に放出させる。西欧の加圧型原子炉（ＰＷＲ）及び沸騰水型原子炉（ＢＷＲ）にはグラハイトが組み入れられていず、その他の引火炎上物質も入っていない。

Ａ-1-5　ＲＢＭＫ原子炉はフイルタ濾過放出システムをもたず、閉じこめ構造にもなっていない。最悪のシナリオでも、後者の構造となっていれば少なくとも放射性物質の大気中への放出を減少させ、散逸、拡散を小とすることになる。このような閉じこめ構造は格納容器として、旧ソビエトユニオンまたその衛星諸国で建設された新型原子炉（ＶＶＥＲ１０００）を含み世界の原子炉に設けられており、原子炉の防護となっている。スリーマイル島の原子炉事故では、囲い込まれ放射性物質が放出されるようなことはなかった。格納容器をもたないＲＢＭＫ原子炉はボデイのないバスのようなものである。格納容器は安全上の基本的な条件であるが、絶対的な堅固さをもつということではない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　要するにボデイもなく、ハンドルが効かず、数秒間急加速後、ブレーキがかかるのに２０秒間かかるようなブレーキシステムの車で山道を下るようなものである。バスは道路壁に激突するか、谷に転落するであろう。　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ａ２．　運転員による操作ミス　　　　　　　　　　　　　　　　　

　６件の人的ミスが認められており、２つの基本的ルールに恒常的に違反していた。原子炉を低出力（熱出力７００メガワット以下）で、ある時間運転することを行なっていなかった。また、３０本以下の本数の制御棒を炉心に完全に挿入したことはなかった。１つのミスは試験手続きに従わなかったことと３つの安全機構、１つは緊急時における水注入、他の２つは緊急時停止であるが、これらがバイパスされていたことである。　

　このことから運転員が適切に訓練されていなかったことと彼らが操作の危険性を認識していなかったことは明白である。これら６つのミスの一つでもなかったら爆発は起こらなかったであろう。一方、運転員の破局的な失敗を責めるのは容易であるが、彼らは受けたトレーニングに従って運転作業を行なっていた。トレ－ニングは不十分であり、ＲＢＭＫ原子炉の設計は自動安全指向の欠如を露呈するものであった。原子炉炉心の作動機序には不明な点が多いが、彼らが操作の意味を理解することは不可能であり、試験が行なわれる低出力ではより危険であり、運転立上げが暴走に入る可能性があった。

　更に運転説明書おける原子炉の作動立上げ、また試験に対する説明、指示は不十分であり不正確なものであった。

　爆発に先立つ１、２時間の間、また爆発の２、３分前の起こったことを詳細に検討した結果、爆発を避けることは不可能であったといえよう。もし、事故が偶然か不確定さで生じたとするならば、もし事故が起こる確率があるとするならばチェルノブイル原子炉の爆発は必然的ではなくなる。このことは政策的な原因の調査が必要となることを意味する。

Ａ３．　政策的原因

　冷戦時代、熱い戦争となる恐れがあり、ＲＢＭＫの設計、建設、運転にはプルトニウム生産の緊急性が課されていた。安全運転に不可欠な改良上の時間的余裕を与えられることはなかった。科学者や技術者は出来るだけ多く、出来るだけ早く核兵器用プルトニウムを生産するため１冊、たった１冊のみである、のガイドラインのもとに作業を行なっていた。

　予算面からも同様な問題が生じていた。最高レベルの核兵器用プルトニウム－２３９を出来るだけ早く、最大限、生産することに予算が当てられ、そのための費用を節約するというようなことは問題外であった。

　爆発の６日後、１９８６年５月２日のポリトブロ会議で、電化省はこの事故に拘らず建設チームは社会主義者としての義務からナンバー５の原子炉建設を直ちに開始することを宣言した。

　秘密主義はＵＳＳＲの教条である。知識は区分化されたものとなり、一人の人間が全体を把握し、運転の安全性を構築することは許されないことである。原子力の商用利用におけるこの秘密主義は１９８９年まで続いた。

　幾人かのソビエト科学者は正直でありオープンであった。有能と知られている他の科学者は、科学的というよりは個人的な関心で動機づけられ、科学的な正確さを欠いていた。彼らは問題解決に政策的面を積極的に受け入れ、協力的でさえあった。これはあやふさと危険な決定をもたらした。場当たりが科学的、技術的な合理性にとって替わった。

　原子炉設計上の不完全さは技術者の不適格さによって引起こされたものではない。むしろこれらは安全を図るうえでソビエトシステムの決定機構を主導する独裁的官僚機構によるといえよう。

　チェルノブイル原子炉の爆発はソビエトシステムに存在する多くの欠陥によるといえよう。ある人はチェルノブイルの爆発は原子力事故というよりは、ソビエトの事故そのものといっている。

Ｂ．　健康上有害な理由

　チェルノブイル原子炉爆発により一般公衆に及ぼす健康上の有害な影響は避けられない。引き出される結論は唯一、原子炉の撤去である。爆発のとき原子炉の最上部にいた運転員２名が死亡し、地域に莫大な放射能汚染をもたらした。重大なことは一般公衆の健康への有害な影響であり、ここでまずそれらを要略し、直接的なまた深層にある理由を検討してみよう。

Ｂ１．　一般公衆健康の有害な影響

　１９８６年以来、一般公衆の健康への影響がどの程度かに議論が集中した。世界の核関係者は、しばしばこの問題の重大さを最小なようにみせかけているとして非難された。一方、政策面（特に環境関係）の関係者、メデイアまた化石燃料業界はこの事件をドラマチックにするためあらゆる機会を利用した。科学的な客観性が議論から欠けていたが、それはいまなお続いている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　科学的な論説として、核放射線の影響に対する国連科学委員会（ＵＮＳＣＥＡＲ）の最近のレポートをあげることができる。２１ヵ国がこの仕事に加わった。国連は放射線のレベルとその影響の評価をＵＮＳＣＥＡＲに依頼した。各国政府は、リスクの評価、放射線防護に関する規約を策定するとき、ＵＮＳＣＥＡＲによってまとめられた基礎事項を引用した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　２０００年の６月６日、ＵＮＳＣＥＡＲは国連にレポートを提出した。

　パラグラフは次のようになっている。

　子供達の被ばくによる甲状腺ガンの増加を別として、チェルノブイル事故から１４年の間、一般公衆の健康上へのインパクトの証拠は認められていない。また放射線によるガン発生率また死亡の増加は認められていない。主ガンである白血病のリスク（白血病は放射線に被ばく後、最初に認められた短時間の潜伏期を経て発病するガンである）の増大は認められず、回復患者においても認められない。その外の放射線による悪性でない疾病について、身体的、神経的にも科学的な証拠は認められていない。

　ＵＮＳＣＥＡＲの結論は１９４５年以降、広島、長崎の原子爆弾の爆発から生存した８６５００人についての観察経緯と一致している。これは広島－長崎集団統計（ＨＮＣ）であり、放射線被ばくによる疫学的研究の一つの基礎となっている。これら生存者は明らかにチェルノブイル事故での被ばく者より大きな線量に被ばくし、高線量率であった。

　チェルノブイル事故による一般公衆健康上の障害を特徴づけた次のデータを取り上げなければならない。これはロシア共和国ウクライナ、ベラウスにおいてチェルノブイル周辺、１５万平方キロメータの地域でのことである。

 ａ．爆発による急性効果で３１人が死亡した。爆発は運転員２人の命を奪った（彼ら　 　　 は原子炉の最上部におり、この不運な二人を救うことはできなかったろう）。１３４人が被ばくし２８人が事故にひき続く３ヵ月間のうちに死亡した。一人の患者は心臓血栓症で死亡した。

 ｂ．２０００年の始めまでに、１９８６年の時点で１８才以下であった人の間で約１８ 　　 ００人に甲状腺ガンが報告された。早期に発見され、治療を受けた者の死亡率は低 い。１日当たり１０人が死亡した。将来、甲状腺ガンについて死亡率が低下する新しい知見が得られるかもしれない。

 ｃ．自殺者が増え、消防夫、警察官、サイトの修復作業員の被害による死亡が増加した。さらに避難させられ、生活の質が低下した住民からも死亡が増加した。今までのところ、避難者、修復作業者の間の被害が最大である。（公式では修復作業者は３１万３千人となっている）。被害者の数は特定されていないが、多くの人が死亡した。

 ｄ．甲状腺以外の臓器ガンは多くなく、白血病また先天的異常も多くなかった。

　 　フランスに限っていえば病理学上の異常の証拠はないといえよう。チェルノブイル 　　 に引き続く６０年間に、フランスの住民が受けた線量の増加は自然放射線の１００ 　　 倍となろう。フランスの東部及び南東部はチェルノブイルに近く、また風により運ばれた放射能雲にさらされたが、最初の１２ヵ月間に増大した放射線は自然放射線の１／１０程度であった。自然放射線はフランスの各地で１から１０のフアクタで変化するが、疫学的研究によればこの変化は健康上、影響を及ぼさないことが示された。

Ｂ２．　直接の原因

　フランスのＯＲＳＥＣまたはＰＰＩのような緊急時対応プランがなく、次のような簡易、初歩的な予防措置もチェルノブイルでは効果的に適用されず、あるいは遅れて適用された。

　　　－窓及びドアを閉め、屋内に止まることなどの注意と共にニュースの即時放送

　　　　（このことは３６時間なされなかった）

　　　－ミルクの飲用禁止（７日後）

　　　－野菜、果物の摂取禁止（７日後）

　　　－直ちに飲み込むようにとの説明付き安定沃素の配布（ＵＳＡからの提供を拒否）　　　－消防夫、操作員、修復作業者等に対する防護衣類、呼吸器マスクの準備（大部が　　　　　　

用意できず）。

最初の１週間、半減期８日間の放射性沃素－１３１が被ばくに対する主な放射線源であった。続く何年かは甲状腺ガンが多発した。安定沃素の飲込みは甲状腺組織を飽和させ、発癌性の放射性沃素－１３１の摂取を押さえることができる。

　Ｂ３．　深層の原因

　原子炉爆発により一般公衆健康へ及ぼす有害な影響のよってくる大本は政策的なものである。直ちに取られるべきＢ２で論じた基本的対応は、地方当局の関知しないところであり、おそらく発電所の管理部門ですら関心がなかったであろう。緊急事態への対応策もなく、投与のための安定沃素、医薬品の供給、防護衣、放射能また線量率測定器すら準備されていなかった。

　核事故により惹起される問題は、１９５０年代すでにＵＳＳＲでよく知られていることであった。マヤックにおける１８００人が被ばくした１０回にわたる核放射線事故、原子力潜水艦内における被ばくなどの例がある。結局、深刻な５００もの被ばく事故があり４３３人が死亡した。１９５０年以降、ソビエトの科学者、医師、放射線生物学者、核物理学者は、放射線の防護、被ばく者の医療に対する適切な方法を開発するため問題の研究を行なっていた。秘密主義によるハンデイキャップがあり、国際会議やシンポジウムへの参加はしばしば禁止されたが、ソビエトの科学者は西側世界に匹敵する基礎知識をもっていた。彼らはＵＳＳＲ政府に対し有益な勧告を行なったが、不幸にもこれら勧告の大部分は無視されてしまった。　　

　１９７０年代、ソビエト科学者は放射線防護材を開発した。これはプレパレーションＢと呼ばれ、Ｘ、γ線及び中性子に対し効果的であった。彼らは動物、人間に対して試験を行なった。この製品を商用及び軍用核施設また近隣地域に配備することを目的として、１９７７年早くに工業的に生産するためさらに改良されたＢ－１９０が１９８４年に開発された。

　ソビエトの生物学者は、沃素が甲状腺にどのように蓄積されるか、安定沃素による簡単で効果的な対策を熟知していた。事実、カリウム沃素が効果的であるとして処方された。１９７０年代、すでに彼らは放射性セシウム、放射性ストロンチウムの効果にどのように対処するかを知っていた。

　面倒な管理手続、予算的な困難さ、科学政策上の反目などにより防護対策がとられることがなく、プリパレーションＢもカリウム沃素も１９８６年のチェルノブイルでは入手できなかった。

　核事故の場合、放射線防護上の緊急時対応は１９６４年に策定されていることをいわなければならない。これらは、今日広く採用されている対策のすべてを含んでいる。すなわちすべての窓とドアを閉め、安定沃素を配布し、危害を受けるおそれのある住民を一時的に避難させ、汚染のおそれがある食物の摂取を禁止、家畜を汚染のない放牧地に移動させることなどである。それぞれの対応は、放射能のレベルによって施行する基準にしたがって行なうとされている。緊急時対応プランはチェルノブイルの１５年以上前、１９７０年１２月１８日にＵＳＳＲの保健省によって承認された。承認された理由は、このような対応を要する事故がＵＳＳＲで起こることはないということであった！！

　ソビエト科学者によって開発された広範且つ深い関連知識は、ソビエトユニオンの医学、核関係委員会の知るところではなかった。地方行政当局は、それらについて知らずまた関心ももたなかった。万一に備える準備の無視、欠如は、このドラマともいうべき劇への多くの参加者、発電所の運転スタッフ、管理者に爆発の恐ろしさを身にしみて感じさせるものであった。地方また高位の行政当局は災害の大きさに圧倒され、なにを優先したらよいか分からず、緊急への対応がとれず混乱してしまった。

　いくつかの救援グループ、主として発電所における消防隊であるが、彼らは防護用品の装備もなく、線量計すらもたず、高汚染エリアで長時間作業し不可避的に被ばくしてしまった。彼らの２８人が死亡した。これら２８人の犠牲は避けられたはずである。　

　ゼロ点から３乃至５ｋｍ離れたプリピヤットは、爆発から３６時間経った４月２７日午後に至るまで知らされず、避難の措置もとられなかった。

　カリウム沃素の錠剤は汚染区域の住民に配布されなかったか、著しく遅れて配布されその効果が減弱した。これらの錠剤は放射性沃素から甲状腺の組織を守り、引いてはガンの発生を防いだ。この安定沃素は隣接したポーランドに配布され、結果として高度のフオールアウトの地域であっても若年層における甲状腺ガンの増加はみられず、このことは注目に値しよう。

　爆発５日後、５月１日にカリウム沃素の錠剤として大量の安定沃素を提供するとのＵＳＡからの申し出は拒否されてしまった。

　今日まで認められた１８００人の甲状腺ガンの大部分は避けられはずである。この甲状腺ガンは、爆発また引き続く火災により大気中に放出された放射性沃素－１３１によるといえよう。

　爆発から７日後、５月２日になって地域生産農作物の消費が禁止された。

　１９８６年の春、１２万人の人が避難させられた。測定器の欠如、放射線生物学の進歩、またＵＳＳＲとその他の国の科学者によって開発された放射線防護の知識をもたず、医療また行政当局はこれらの避難の正当さに確信をもつことはできないであろう。

　無情報か、誤った情報、偽の情報を与えられた住民は危惧にとりつかれ、行政当局は早期に状況に対するコントロールを失ってしまった。

　人々はうわさや流言に惑わされる犠牲者となった。噂や流言は、現代でも地方、地域、国、国際的報道にみられる心配屋のパンとバターである。

　多くの修復作業者や避難者は心理学的なストレス障害に陥った。多くの自殺に加え心理学的障害による呼吸器、消化器、心臓欠陥障害を生じた。これらの障害は直接、放射線によるものでないが、チェルノブイル爆発により、今日までに公衆にもたらされた健康上の最大の障害である。

　チェルノブイル事故上の政策が、公衆の健康に避けることができない深刻な障害を引き起こした。ソビエトユニオンが多年にわたり医学的知識、防護や治療手段を有していたにも拘らずである。

　ここでもう一度言おう。チェルノブイル事故で引き起こされた健康上の状況は、核事故というよりはソビエト事故ともいうべきである。

　結論

　チェルノブイル事故、また事故により引き起こされた公衆健康上への障害は、育成された秘密主義、原子力施設の稼働に対する安全優先を欠如する政策システムによるものである。この点からいえば、チェルノブイル事故はソビエト事故以上のものではない　

　この安全文化ともいうべき安全認識の欠如は３つの事項に対して表現できよう。まず原子炉の設計、運転、重大な事故が起こったときの対応プランの欠如である。西側技術者によればＲＢＭＫ原子炉は１９８６年以降、特に新設計の制御棒、安定作動をする炉心に逐次改良されてきたが、格納容器（閉じこめ容器）の欠如はそのままであり、これは容認できない欠陥であった。運転上の安全さは西側の援助により、確実な操作方法とその方法に従うこと、運転要員のトレーニングによって改良された。チェルノブイルで起きたような爆発は、他の１３のＲＢＭＫ原子炉ではまず起こることはないであろう。しかしながら、西側諸国が固持している高度の安全レベルからいえば容認できるものではない。改善は行なわれているが、まだまだ改良が必要である。

　相当以前から住民を防護する緊急時プランは、旧ＵＳＳＲで策定されていた。これらは１９８６年以前には不必要と考えられていたものである。

　ＲＢＭＫの設計不完全さ、特に格納容器の欠如はこの型の原子炉に特有なものである。最近のソビエトＰＷＲ原子炉（ＶＶＥＲ　１０００及び第２世代であるＶＶＥＲ　４４０）を含み格納容器が装備された。炉心の溶融はまず起こることはないが、その可能性を排除できない。炉心が溶融現象を起こしたとき、格納容器は危険な放射性物質の散逸をを防止するであろう。１９７９年、好結果であった格納容器がスリーマイル島で展示公開された。１９５７年のウインズケールの事故では、格納容器をもたないＵＮＧＧ原子炉を含み、テストされ施行となっていた緊急時プランが効果的に対応することが示された。チェルノブイル型事故のように爆発が原子炉また格納容器を破壊し、公衆の健康、環境に深刻な影響を及ぼすようなことはもはや旧ＵＳＳＲ及びそれ以前の衛星国を別として起こり得る可能性はない。

　しかしながら、チェルノブイル原子炉は１９８６年代のものであるが、もし運転員が不満足な規定ではあるが規定を忠実に守り、また危険なテスト手法であるがテスト手法に従い、いくつかの安全システムをバイパスするようなことをしなければ爆発は起きなかったであろうことを見落としてはならない。
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　注

　　ＯＲＳＥＣは、"Regional Organization for Assistance"のフランス語の略称である。これは生命、財産に危害を及ぼす自然災害や緊急時、洪水、嵐、地滑り、産業事故などに対処する地域毎の救助、安全対策である。ＯＲＳＥＣ－Ｒａｄは被ばくの危険性　　に対処する。ＰＰＩはＯＲＳＥＣ、ＯＲＳＥＣ－Ｒａｄを補うかたちとなっている。
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